
53 ページ 

第 124 号 第 31 章 A          官報             2007 年 7 月 6 日 

 

 

 

勅令 

 

タイ温室効果ガス管理団体(公共団体)の設立 

2007 年 

                                  

 

偉大なるプーミポン・アドゥンヤデート国王 

がその御在位 62 年目にあたる 2007 年 6 月 20 日 

に制定せられた 

 

 

 プーミポン・アドゥンヤデート国王の勅諭により、公共団体に関する法律に基づきタイ

温室効果ガス管理団体を公共団体として設立することを告示する。 

 2006 年のタイ国憲法(暫定版)第 16 条及び 1999 年の公共団体法第５条に基づき、以下の

通り勅令を制定する。 

第１条 本勅令を「2007 年タイ温室効果ガス管理団体(公共団体)設立勅令」と称する。 

第２条 本勅令は官報告示日の翌日から施行される。 

第３条 本勅令における用語の意味は以下の通りとする。 

「温室効果ガス」とは、自然に存在するものも人間の作り出したものも含め、大気の一成

分として赤外線を吸収してそれを再放出するガスの全てを指す。 
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「気候変動」とは、人間の活動によって直接的または間接的に地球大気の成分が変化し、

その結果生じる気候状態の変動、および同時に観察できる自然の気候状態の変動の増大を

指す。 

「クリーン開発メカニズム」とは、1997 年 12 月 11 日に京都で調印された気候変動に関す

る国際連合枠組条約の京都議定書に基づくクリーン開発メカニズムを指す。 

「国家委員会」とは、気候変動対策の実施に関する首相府規則に基づく国家気候変動政策

委員会を指す。 

「プロジェクト」とは、クリーン開発メカニズムに従い、温室効果ガスの排出を削減する

ために設立するプロジェクトまたは活動を指す。 

「認定プロジェクト」とは、温室効果ガス排出の削減に貢献し、国の長期安定的な発展に

寄与するプロジェクトとして認定されたプロジェクトを指す。 

「団体」とは、タイ温室効果ガス管理団体(公共団体)を指す。 

「委員会」とは、団体の委員会を指す。 

「理事長」とは、団体の理事長を指す。 

「職員」とは、団体の職員を指す。 

「被雇用者」とは、団体の被雇用者を指す。 

「大臣」とは、本勅令に基づき担当者となる大臣を指す。 

第４条 本勅令に基づき、天然資源・環境省の大臣を担当大臣とする。 

 

第１章 

設立、目的、権限義務 

                                  

 

第５条 設立する公共団体を「タイ温室効果ガス管理団体(公共団体)」、略して「オー・ボ 

ー・コー」と呼び、また英語の名称を「 Thailand Greenhouse Gas Management 

Organization(Public Organization)」、略して「TGO」とする。 
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第６条 団体は本部事務所をバンコクまたはその近隣県に設置し、また委員会が妥当と見

なせば支部事務所を設置することができるものとする。 

第７条 団体は以下の目的を有するものとする。 

(１)プロジェクトを認定するために、分析、取捨選択、意見具申を行い、認定プロジェク

トの結果を追跡評価する。 

(２)認定プロジェクトの開発及び認定された温室効果ガス量(注)の市場取引を支援する。 

(３)温室効果ガス対策の取り組み状況に関する情報センターとなる。 

(４)認定プロジェクト及び認定された温室効果ガス量(注)の販売に関するデータベーを構

築する。ただし、国家委員会と委員会が定める政策に従うものとする。 

(５)潜在能力の向上と発展に努め、政府組織及び民間組織に温室効果ガスの管理に関する

アドバイスを行う。 

(６)温室効果ガスの管理に関する宣伝、広報活動を行う。 

(７)気候変動対策の実施を奨励し、支援する。 

第８条 第７条の目的を達するために、団体に以下の権限義務を与えるものとする。 

(１)各種資産の所有権、占有権を持つ、または資産を構築する。 

(２)各種資産の権利を有し、またはそれらを拘束する法律行為を行い、さらには団体の活

動実施に有益となるその他の法律行為を行う。 

(３)温室効果ガス対策の実施を支援するための資金を用意するかまたは提供する。 

(４)実施における手数料、会費、報酬、サービス料を請求する。ただし委員会が定める基

準と金額に従うものとする。 

(５)専門家または熟練者である個人または組織に、プロジェクトの研究、分析、提案、審

査のための報告書提出または意見具申を委任する。 

(６)委員会から委任された団体の目的を達するために必要な、または継続的なその他の業

務を行う。 

(７)内閣、国家委員会、委員会から委任されたその他の業務を遂行または実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

－130－



56 ページ 

第 124 号 第 31 章 A          官報             2007 年 7 月 6 日 

 

第２章 

資金、収入、資産 

                                  

 

第９条 団体を運営するための資金及び資産は以下のものから成る。 

(１)政府から支給される開業資金。 

(２)政府から妥当性に応じて支給される一般補助金。 

(３)民間部門、地方自治体、その他の組織からの補助金。外国または国際機関からの補助

金、及び献納者からの資金または資産も含む。 

(４)運営から得られる手数料、会費、報酬、サービス料、恩典、収入。 

(５)団体の資産から生じる利益または収益。 

第(３)項に従い受け取る資金または資産は、団体の独立性または中立性を損なう性質のも

のであってはならない。 

第 10 条 団体の目的に沿い、その権限義務を逸脱しない範囲で、団体が任意のサービスを

提供する場合は、団体は委員会が定める料金に従い、その活動に対する手数料、会費、報

酬、サービス料を請求することができるものとする。 

第 11 条 団体が認定プロジェクトの申請を審査する必要がある場合は、団体は委員会が定

める基準と料金に従い、プロジェクトの分析、調査、結果のフォロー、さらには他のサー

ビス提供に対する手数料を請求することができるものとする。 

 第１節に基づき受け取る手数料の一部を、団体が政府または民間組織の気候変動対策実

施を支援する資金とするために、団体運営の会計とは別会計として確保するものとする。

ただし、委員会の定める基準と割合に従うものとする。 

第 12 条 団体の全ての収入は、国庫積立金に関する法律及び予算方法に関する法律に従い、

財務省に納める必要のある収入には該当しないものとする。 

 必要または妥当な理由がある場合は、団体は委員会の同意により、団体の収入のうち妥

当な額を国の収入として財務省に納めるものとする。 
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第 13 条 団体が譲り受けた資産、または団体の収入により購入した資産の所有権は団体に

帰属するものとする。 

 団体は自らの資産の保護、管理、保守、使用、処分、及び資産による利益追求を行う権

限を有するものとする。 

第 14 条 第 11 条の規定に基づく団体の支出は、団体の特別な活動のために支払うものと

する。 

 団体の金銭の保管及び支払は、委員会が定める規則に従うものとする。 

 

第３章 

管理及び運営 

                                  

 

第 15 条 「タイ温室効果ガス管理団体委員会」と称する委員会を設置し、委員会は以下に

より構成されるものする。 

(１)学識者、専門家、経営管理の豊富な経験者の中から内閣が任命する委員長。 

(２)天然資源・環境省事務次官、代替エネルギー開発・エネルギー保全局長、天然資源・

環境政策計画事務局長、運輸交通政策計画事務局長の４名から成る職権上の委員。 

(３)経営管理、エネルギー、森林、科学技術、環境の質的向上と保全、工業の分野におい

て明らかに知識、熟練度、豊富な経験を備えている、行政機関または民間の代表者の中か

ら内閣が任命する５名以下の有識者委員。 

 理事長は職権上の委員及び書記を務めるものとし、また理事長は必要に応じて書記補を

任命するものとする。 

 委員長及び有識者委員として内閣に任命提案を行うための人選の基準と方法、及び第 17

条に基づき任期満了前に退任した者の代理となる委員長と有識者委員の人選の基準と方法

は、委員会の提案を受けて内閣が定める規則に従うものとする。 
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第 16 条 委員長及び有識者委員は以下に示す通りの資格を有するとともに、禁じられた特

質に該当するものであってはならない。 

(１)タイ国籍を持つこと。 

(２)年齢が満 35 歳以上、満 70 歳以下であること。 

(３)破産者、成人被後見人、被保佐人のいずれでもないこと。 

(４)最終判決により禁固刑を受け、懲役に服したことがない者。ただし、過失による違反

または軽犯罪による場合を除く。 

(５)政治的な地位にある者、地方議会議員、地方行政官、政党運営を担当する委員または

同様の地位にある者、政党の顧問または職員のいずれでもないこと。 

(６)団体に対して行う活動、団体の活動と競合する活動、団体の目的と対立・矛盾する活

動のいずれについても、直接的であるか間接的であるかを問わず、その利害関係者ではな

いこと。 

(７)団体の職員または被雇用者、団体と雇用契約を交わしている顧問または専門家のいず

れでもないこと。 

 第(１)項の内容は、団体が義務により、または団体にとってふさわしい顕著な資格を有

しているために、団体が任命を必要とする外国人委員に対しては適用されないものとする。 

第 17 条 委員長及び有識者委員の任期は１期４年とする。 

 委員長または有識者委員が任期満了前に退任した場合、または既に任命済みの委員の任

期中に内閣が追加の委員任命を行った場合は、欠員の代理として任命された者または追加

の任命を受けた有識者委員の任期は、既に任命済みの委員の任期の残存期間に等しいもの

とする。 

 第１節の任期が満了し、まだ新しい委員長または有識者委員が任命されていない場合は、

新しい委員長または有識者委員が任命され任務に就くまでの間、先の任期を終えた委員長

または有識者委員が業務遂行のために引き続きその地位に留まるものとする。 

第 18 条 任期を終えた委員長または有識者委員が再任されることは妨げられないが、連続

２期を超えての再任は認められないものとする。 
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 委員長または有識者委員が任期満了前に退任した場合は、第 17 条第２節に従い委員長ま

たは有識者委員が任命されるまでの間、委員会は残る全委員によって構成されるものとす

る。ただし、任期の残りが 90 日に満たない場合は、代理委員の任命を取り止めることがで

き、委員長が任期満了前に退任した場合は、残りの委員の中から 1名を臨時の委員長に選

出するものとする。 

第 19 条 任期満了に伴う退任の他に、以下のいずれかに該当する場合、委員長及び有識者

委員は退任するものとする。 

(１)死亡した場合。 

(２)辞任した場合。 

(３)職務に対する不備、品行の堕落、能力の低下などの理由で、内閣が解任の決議を行っ

た場合。 

(４)第 16 条に基づく資格が欠如するか、または禁じられた特質に該当する場合。 

第 20 条 委員会は団体の活動全般をその目的に沿うよう管理監督する権限義務を有し、特

に以下の権限義務を有するものとする。 

(１)団体運営の方針、目標、施策を定めること。 

(２)プロジェクトの審査及び認定付与の基準及び方法を定めること。 

(３)温室効果ガス量(注)の販売を促進するために、クリーン開発メカニズムに従うプロジ

ェクトとして認定を与えること。 

(４)運営による手数料、会費、報酬、サービス料の金額を定めること。 

(５)温室効果ガス量(注)の販売も含めて、プロジェクト結果をフォローし評価を行うこと。 

(６)団体の計画、投資計画、財務計画、プロジェクト、年次予算を承認すること。 

(７)団体の目的達成に必要かつ妥当な場合は、支部事務所の設立及び廃止を行い、上記の

支部事務所の運営方法を定めること。 

(８)理事長の人選、任命、実績評価、解任を行うこと。 

(９)団体の運営全般、団体と支部事務所との協力、団体の分業と上記の分業における権限

義務の範囲、人事管理、団体の業務遂行者の月給または賃金、財務、所有地及び資産、予

算、会計、帳簿からの資産償却処分、内部監査、理事長の人選または選定、理事長の職務

遂行、理事長の代理人または代行者の委任、委員会・委員会の顧問・理事長・小委員会・ 
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作業部会・作業部会の顧問・団体の職員及び被雇用者に対する福利厚生その他の特典に関

する規則、規約、規定、告示を発布すること。 

(10)団体の目的及び権限義務に適うその他の業務、または内閣あるいは国家委員会から委

任された業務を行うこと。 

 第(９)項に基づく帳簿からの資産償却処分に関する規則は、内閣が定める基準に従うも

のでなければならない。 

第 21 条 委員会の会議で定足数を満たすためには、全委員の半数以上の出席を必要とする

ものとする。 

 委員会の会議において、委員長が出席できないか、またはその義務を遂行することがで

きない場合は、残りの委員の中の１名をその会議の委員長に選ぶものとする。 

 義務の遂行において、委員会が審議する案件に直接的または間接的な利害関係を持つ委

員長あるいは委員がその会議に出席することが、または会議でその案件の決議を行うこと

が妥当か否かは、委員会が定める規則に従うものとする。 

 会議での審議の決定は多数決によるものとする。各委員は１人当たり１票の投票権を持

ち、投票数が同数となった場合は、その会議の委員長が決定票として追加の１票を投ずる

ものとする。 

第 22 条 委員会は、経験豊富な有識者を委員会の顧問に任命することができ、また小委員

会・作業部会を設置する権限、委員会から委任された任意の事項の検討または遂行を行う

ための作業部会の顧問を任命する権限を持つものとする。 

 委員会の顧問、小委員会のメンバー、作業部会のメンバー、作業部会の顧問は、団体に

対する活動または団体の活動と競合する活動のいずれにおいても、直接的であるか間接的

であるかを問わず、その利害関係者であってはならない。 

 小委員会及び作業部会の会議に対して第 21 条を準用するものとする。 

第 23 条 委員長、委員、委員会の顧問、小委員会の委員長、小委員会のメンバーには、内

閣が定める基準に従い、会議手当及びその他の手当が支給されるものとする。 

 作業部会の顧問、作業部会のメンバーには、委員会が定める基準に従い、会議手当及び

その他の手当が支給されるものとする。 
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第 24 条 団体には１名の理事長が就任するものとする。 

 委員会は理事長の人選、任命、解任を行う権限を持つ。 

 理事長が不在であるか、またはその職務を果たすことができない場合は、副理事長が在

職期間の序列に従い代わりに職務を遂行するものとする。副理事長が不在の場合は、委員

会が委員の中から 1名を代理の職務遂行者に任命するものとする。 

第 25 条 理事長は団体のためにフルタイムで働ける者でなければならず、かつ以下に示す

通りの資格を有するとともに、禁じられた特質に該当するものであってはならない。 

(１)タイ国籍を持つこと。 

(２)任命を受ける日の年齢が満 65 歳以下であること。 

(３)第７条及び第８条の目的、権限義務に定められている通りの団体業務にふさわしい知

識、能力、経験を有する有識者であること。 

(４)第 16 条の第(３)(４)(５)(６)(７)項に基づき禁じられたいずれの特質にも該当しな

いこと。 

第 26 条 理事長の任期は１期４年とし、再任を妨げられないが、連続２期を超えての再任

は認められないものとする。 

第 27 条 任期満了に伴う退任の他に、以下のいずれかに該当する場合、理事長は退任する

ものとする。 

(１)死亡した場合。 

(２)辞任した場合。 

(３)委員会と理事長の間で合意して定められている事項に従い退任する場合。 

(４)義務に対する不備、品行の堕落、能力の低下などの理由で、委員会が解任した場合。 

(５) 第 25 条に従う資格が欠如するか、または禁じられた特質に該当する場合。 

 第(４)項に基づき委員会が理事長を解任する決議は、理事長を除く在籍委員の３分の２

以上の得票により成立するものとする。 

第 28 条 理事長は、法律、団体の目的、国家委員会及び委員会の規則、規約、規定、施策、

告示、決議に従うように団体の運営管理を行う義務があり、また第 36 条の第２節に基づく

内部監査人の地位にある者以外の全ての地位にある職員及び被雇用者の指令者であるとと

もに、以下の義務を担うものとする。 
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(１)団体の目的を達成できるように、目標、計画、プロジェクトを委員会に提案する。 

(２)財務・会計報告も含めて団体の各種活動結果に関する年次報告を提出するとともに、 

委員会の審議を受けるため次年度の財務計画及び予算を提出する。 

(３)団体の活動及び業務遂行を効率化し、目的に沿うようにするための改善意見を委員会 

に具申する。 

第 29 条 理事長は以下の権限を有するものとする。 

(１)理事長の委任に基づきその業務遂行を補佐するために、委員会の同意を得て、副理事

長または理事長補佐を任命する。 

(２)職員及び被雇用者の配属、任命、昇格、降格、給料または賃金カット、規律面の処罰、 

役職からの解任を行う。ただし、委員会の定める規則または規定に基づき行うものとする。 

(３)法律、内閣または国家委員会の決議、委員会の規則、規定、告示、施策、決議のいず

れにも相反・矛盾しないように、団体の業務遂行に関する規則を定める。 

第 30 条 外部の人間と関係する業務において、理事長は団体を代表するものとする。その

ために、理事長は任意の人物に委任してその業務を代行させることができるが、委員会の

定める規則または規定に従わなければならない。 

 理事長またはその代理人が委員会の定める規則または規定に違反する法律行為を行った

場合は、団体は当然それに拘束されないものとするが、委員会がそれを批准した場合は別

とする。 

第 31 条 委員会は、内閣の定める基準に従い、理事長の月給及びその他の報酬を定めるも

のとする。 

 

第４章 

団体の業務遂行者 

                                  

 

第 32 条 団体の業務遂行者には以下の３種類がある。 

(１)団体の予算から給料または賃金を受け取り、業務を遂行する職員または被雇用者。 
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(２)団体が雇用契約を結ぶことにより、顧問または専門家として雇用し、その職務に当た 

らせる顧問または専門家。 

(３)第 35 条に基づき、一時的に団体に出向し業務を遂行する政府職員。 

第 33 条 職員は以下に示す通りの資格を有するとともに、禁じられた特質に該当するもの

であってはならない。 

(１)タイ国籍を持つこと。 

(２)年齢が満 18 歳以上、満 60 歳以下であること。 

(３)団体のためにフルタイムで働けること。 

(４)団体の目的及び権限義務にふさわしい資格または経験を有していること。 

(５)行政機関の公務員、被雇用者、従業員、国営企業または他の政府機関の従業員または

被雇用者、地方自治体の従業員または被雇用者のいずれでもないこと。 

(６) 第 16 条の第(３)(４)(５)(６)(７)項に基づき禁じられたいずれの特質にも該当しな

いこと。 

 第(１)項の内容は、団体が義務により、または団体の業務遂行の性質により、団体が雇

用または任命を必要とする外国人職員に対しては適用されない。 

第 34 条 以下のいずれかに該当する場合、職員は退任するものとする。 

(１)死亡した場合。 

(２)辞任した場合。 

(３)第 33 条に従う資格が欠如するか、または禁じられた特質に該当する場合。 

(４)委員会が規則で定めた基準と方法に照らした結果、業務実績で満足な評価が得られず

解任された場合。 

(５) 委員会が規則で定めた基準と方法に照らした結果、規律違反と見なされ解任または解

雇された場合。 

第 35 条 団体の業務運営の便宜のために、大臣は省、部局、局、地域政府、地方自治体、

国営企業、その他の政府機関から公務員、従業員、職員、業務遂行者を、一時的な団体の

職員または被雇用者として団体に出向させて業務を行わせることができる。ただし、当該

の人物の上司または雇用主の許可を得て、その許可に対する合意書が作成される場合に限

るものとする。 

 第１節に基づき政府職員が一時的な団体の職員または被雇用者として出向業務を許可さ

れた場合は、公務または業務から解放され任意の業務に就くことを許可されたものと見な

す。また、年金または他の給付金の計算については、団体での業務期間も対象として数え、 
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場合に応じて、その期間継続して元の公務または業務を勤めたものと見なし計算するもの

とする。 

 団体での出向期間が終了した時、第１節に基づく政府職員は、出向許可を受けた際の合

意書に基づき、元の行政機関または組織に配属され、元よりも低くない地位に就き、元よ

り低くない月給を支給される権利を有するものとする。 

 

第５章 

団体の会計、監査、業績評価 

                                  

 

第 36 条 団体の会計は、国際原則に従い、委員会が定める基準及び様式に従い処理される

ものとし、また団体の財務、会計、所有資産に関する内部監査を受け、監査結果は少なく

とも年に一度委員会に報告されるものとする。 

 内部監査において、委員会が定める規則または規定に基づき、団体の業務遂行者から特

別に内部監査を担当する者を任命し、その者が委員会に直接責任を負うものとする。 

第 37 条 団体は貸借対照表、決算報告書、会計帳簿を作成し、毎年の決算日から 120 日以

内に会計監査人に送るものとする。 

 各会計年度において、タイ国庫監査事務局またはその同意を得て委員会が会計監査人に

任命した外部の者が、団体の支出及び資産の評価を行い、上記の支出が目的に適っている

か、節約の趣旨に則っているか、目標に対してどれだけの成果を上げているかを分析して

その意見表明を行い、会計監査報告書を委員会に提出するものとする。 

 このために、会計監査人は、団体の全ての会計帳簿、各種証拠書類を調べ、、理事長、内

部監査人、職員または被雇用者、その他の者に質問を行い、必要に応じて団体の全ての会

計帳簿と各種の証拠書類を追加して送るよう要求することができる。 

第 38 条 団体は各会計予算年度末に大臣に年次報告書を提出するものとする。この報告書

には当年度の団体の実績、収益勘定をはじめ、会計監査人の報告書から次年度に行われる

予定の委員会の施策、プロジェクト、計画に関する説明に至るまでが網羅されているもの

とする。 
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第 39 条 団体の業務システムの開発、改善に有効となるように、団体の業務に効率性を持

たせ、成果を生み、公衆に対する責任と信頼を築くものとする。さらに定められた目的、

プロジェクト、計画に沿うように、団体の業務遂行の進捗をフォローし、調査して、３年

を超えない範囲で委員会が定める期間に従い、団体の業績評価を行わせるものとする。 

 第１節に基づく業績評価は、委員会の定める方法に従い委員会が選定または任命する業

績評価に熟練し、中立の立場にある機関、組織、団体が行うものとする。 

 団体の業績評価は、効果、効率、団体の発展、その他の詳細内容の各面において、委員

会が後に定める内容に基づき、事実を明らかに示すものでなければならない。 

 止むを得ない理由が臨時に生じた場合は、委員会は本条項に基づき適宜業績評価を行わ

せることができる。 

 

第６章 

監督 

                                  

 

第 40 条 団体の業務遂行が法律に従い、団体設立の目的、政府の政策、内閣決議、団体に

関する国家委員会決議に沿うように監督する権限義務を大臣に付与するものとする。この

ために、団体設立の目的、政府の政策、内閣決議、国家委員会決議に反する行為を団体が

為した場合、大臣は団体に見解の説明、報告書の作成、当該行為の中止を命じることがで

き、また団体の業務遂行の事実関係の審問を命じることができる。 

 

第７章 

クリーン開発メカニズムに基づくプロジェクトに対する審査及び認定付与 

                                  

 

第 41 条 委員会が審査して認定を与えるプロジェクトは、経済、社会、環境にとってふさ

わしく、有益なプロジェクトでなければならない。さらに国内の温室効果ガスの排出削減 
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に貢献し、国の長期安定的な発展に寄与するプロジェクトでなければならない。これらは、

委員会の定める基準に従うものとする。 

第 42 条 認定申請を希望する者は、委員会が定める基準と方法に従い、団体に申請するも

のとする。 

 認定申請において、申請者は申請書とともに環境への影響を評価する予備報告書を提出

しなければならず、そのプロジェクトが基準に該当する場合は、国の環境の質的向上及び

保全に関する法律に基づく環境への影響分析が必要となる。申請者は申請書に加えて、天

然資源･環境政策計画局の同意を得た上で、環境への影響分析の報告書を提出しなければな

らない。 

第 43 条 団体は申請書及び関連書類を審査するものとする。申請書が委員会の定める基準

及び方法に正しく従うものでない場合は、団体は委員会が定める期限内に、その旨を申請

者に通知するものとする。 

 申請書が正しく完全に揃っているか、または訂正、追加により正しく完全に揃ったと団

体が判断した場合は、団体は委員会が定める期限内に申請書を関係機関に送り、その見解

を聞くものとする。 

第 44 条 関係機関は、提案されたプロジェクトが担当する法律に抵触または矛盾していな

いか審査した上で、委員会が定める期限内に団体に見解を伝えるものとする。 

 第１節に基づく期限が過ぎた場合は、団体が申請書と関連書類、及びその時点までに受

け取っている関係機関の見解を合わせて審査を行い、委員会が定める期限内にそのプロジ

ェクトに認定を与えるべきか否かの見解を伝えるものとする。 

第 45 条 委員会は、提案されたプロジェクトに認定を与えるか否かを、申請書及び団体の

見解報告を受け取った日から委員会が定める期限内に決定するものとする。 

 委員会が審査で何らかの結論を出した場合は、委員会が定める期限内にその結果を申請

者に通知するものとする。 
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 委員会がプロジェクトを認定する場合は、申請者に認定証を発行する処理を進めるため

に、団体を通じて認定証発行の担当者にその旨を通知させ、国家委員会にもその内容を報

告させるものとする。 

 

暫定規則 

                                  

 

第 46 条 最初の任期において、タイ温室効果ガス管理団体委員会は、天然資源・環境省次

官を委員長とし、代替エネルギー開発・エネルギー保全局代表、工業事業局代表、運輸交

通政策計画事務局代表、及び内閣が任命する経営管理、エネルギー、科学技術、環境の質

的向上と保全の面で明らかに知識、熟練度、深い経験を有する４名の有識者が委員を務め

るものとする。天然資源・環境政策計画事務局長が委員と書記を兼務し、国家環境委員会

事務局長が副書記を務めるものとする。ただし、本勅令の施行日より 180 日以内に本勅令

に基づく委員会が設置されるまでの間とする。 

第 47 条 第 46 条に基づく暫定委員会は、以下の７名によって構成される人選委員会を設

置するものとする。 

(１)公務員、または政府機関で正規の地位と給料を得ている業務遂行者のいずれでもない

政治的に中立な、経営管理面の有識者から任命される人選委員会の委員長。 

(２)行政機関、国営企業、団体の業務遂行に関係する政府の他の機関から任命される職権

上の人選委員３名。 

(３)団体の業務遂行に関係する分野の有識者で、政治的に中立な者から任命される有識者

の人選委員３名。このうち、公務員または政府の機関で正規の地位と給料を得ている者の

いずれでもない有識者が１名以上含まれていなければならない。 

 第１節に基づく人選委員会は、第１期の委員長及び有識者委員を人選し、早期に審査と

任命を受けるために内閣に提示する権限義務を有するものとする。 
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 天然資源・環境政策計画事務局長は、必要に応じて書記または副書記を任命するものと

する。 

第４８条 勅令の施行日より 180 日以内に本勅令に基づき理事長が任命されるまでの間、 

天然資源･環境政策計画事務局長が理事長として、国家環境委員会事務局長が副理事長とし

て、天然資源・環境政策計画事務局の職員が団体の職員としてそれぞれの職務に就くもの

とする。 

 

連署者 

スラユット・チュラーノン大将 

首相 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注)京都議定書で規定された、途上国への地球温暖化対策のための技術援助であるクリー 

ン開発メカニズムによって削減可能となった温室効果ガス排出量の一定量を援助国（＝事 

業の投資国）の排出削減量とみなして、認証される認証排出削減量 
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